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はじめに

　10の国（ブルネイ、カンボジア、インドネシア、
ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シ
ンガポール、タイ、ベトナム）で構成されている東
南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian 
Nations, ASEAN）は、国によって歴史的な成り立
ちや、人口、民族構成、言語、宗教、文化、法律が
大きく異なっているが、ASEAN全体で足し合わせ
ると、面積は449km2で世界の3.2%、人口は6億
7,945万人で世界の8.5%、GDPは3兆6,223億米ドル
で世界の3.6%を占めている1。
　2024年には、東ティモールが11か国目として
ASEANに加盟することが合意されており2、新規
加盟は1999年のカンボジア以来、25年ぶりである
という。
　経済成長の面では、新型コロナウイルス感染拡大
の影響を経て、ASEANの国々はいずれも実質GDP
成長率においてプラス成長を予想しており、経済面
としての動きもさらに活発になることが予想されて
いる3。
　知財を語る上で、イノベーションの状況を観察す
ることは不可欠である。表1は、世界知的所有権機
関（World Intellectual Property Organization, 
WIPO）が毎年発行している、イノベーションに関
するランキングであるGlobal Innovation Indexにつ
いて、赤字で示すASEANの国々を中心に2011年、
2017年および2023年のランキングを掲載したもの
である4。2023年のランキングをみると、スイス、
スウェーデン、アメリカが上位を独占する中、アジ

アでは、シンガポールが5位、韓国が10位でトップ
10圏内に位置している。ASEANの国々も軒並みラ
ンキングの順位を上げてきており、イノベーション
の現場として活発化していることが窺える。
　Global Innovation Index 2023の 分 析 に よ る と、
特に、ASEANの中所得経済圏では、ベトナム（46
位）、フィリピン（56位）に加え、インドネシア

（61位）が過去10年間で急速に順位を上げており、
特にインドネシアはランキングの上昇が著しいと評
価されている。インドネシアは情報通信技術関連の
指標についてのランキングが高く、「大学と産業界
の共同研究開発」（5位）、「クラスター開発状況」

（5位）、「起業に関する政策および文化」（5位）、
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「起業および事業拡大資金の調達額」（8位）で世界
のトップ10に入っており、さらに「知識創出」と

「オンライン創造性」などのイノベーション・アウ
トプットのスコアが著しく改善したと評価されてい
る。2億7,600万人というASEANで最も多くの人口
と、広大な国土を有するインドネシアでは、イン
ターネットの普及も急速に進んでおり、今後の成長
が見込まれる市場として注目している企業も多い。
　他方で、日本とASEANの関係では、2023年12月
に日ASEAN友好協力50周年特別首脳会議を開催
し、共創に向けた官民連携策などを発表している5。
日系企業の海外進出先としては、日本からの距離が
近い、タイムゾーンのギャップが少ない、生産コス
トや人件費が抑えられるといった理由から、アジア
を選択する企業が最も多いと言われている。また、
日系企業が海外に置く拠点としては、中国が最も多
いものの、ASEANでは、タイ、ベトナム、インドネ
シア、マレーシアに拠点を有する日系企業も多い6。
　ASEANでの知財活動としては、ASEAN加盟国で
構成される、知的財産協力に関するASEAN作業部
会（ASEAN Working Group on Intellectual 
Property Cooperation, AWGIPC）があり、ASEAN 
知的財産権アクションプラン2016-2025を中心に、定
期的に会合を実施して、ASEAN域内における知財

問題について議論を行っている7。日本も知財に関す
る各種研修を提供する等、ASEANに対する協力を
多数行っており、このAWGIPCの枠組みの中で日
ASEAN特許庁長官会合を開催し、ASEAN全体に
対するマルチの協力やASEAN各国とのバイの協力
について、定期的に議論を行っている8。近年では、
中国や韓国もASEANに対する活動を活発化させて
き て お り、 中ASEAN特 許 庁 長 官 会 合9や、 韓
ASEAN特許庁長官会合10も開催されている。2023
年12月には、日本とのみであったインドネシアとの
特許審査ハイウェイ（PPH）プログラムが、韓国と
も実施されることになり、覚書が締結された11。
　ここで、ASEAN6（インドネシア、マレーシア、
フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム）の各
国への出願動向について、最初に触れておきたい。
下記のデータは、いずれもWIPO統計データベー
スから取得したものである12。
　図1は、ASEAN6への特許出願状況を示している。
概ね、赤の部分で示す日本からの特許出願が多いと
いえる。2020年の統計では、シンガポールを除く
ASEAN6のいずれも日本が最も特許出願の多い国
であったが、2022年ではマレーシアおよびフィリピ
ンにおいて、米国が最も特許出願の多い国になって
いる。

図1．ASEAN6への特許出願状況
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1 　図2は、ASEAN6への意匠出願状況を示してい

る。シンガポールを除き、自国の出願が最も多く、
その後に米国、中国、日本が拮抗している。ベトナ
ムでは韓国の出願も見られる。過去の統計では、 

　図3は、ASEAN6への商標出願状況を示している。
ASEAN6のいずれも、自国の出願が最も多く、その
後に中国、米国、日本が拮抗しており、ベトナムで

シンガポールを除くASEAN6のいずれも、自国に
次いで日本が意匠出願の多い国であったが、近年、
中国、米国が出願数を伸ばしている状況である。

は韓国の出願も見られる。過去の統計からみても、
中国、米国が出願数を伸ばしている状況である。

図2．ASEAN6への意匠出願状況

図3．ASEAN6への商標出願状況
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　このように、特許、意匠、商標については、米国
に加えて、中国、韓国からの出願も増えてきており、
今後、ASEAN市場への注目度はますます高まり、
諸外国との競争が激化してくることが予想される。

2．海側のASEAN各国における知財の最近の動き

　ジェトロが所管するASEANにおける知財案件に
ついては、陸側の5か国（カンボジア、ラオス、
ミャンマー、タイ、ベトナム）を主にバンコク事務
所が担当し、海側の5か国（ブルネイ、インドネシ
ア、マレーシア、フィリピン、シンガポール）を主
にシンガポール事務所が担当することで、役割分担
の上、業務にあたっている。この項では、シンガ
ポール事務所の担当する海側のASEAN各国におけ
る、知財に関する最近の動きについて概説する。

（1）シンガポール
　シンガポールにおける知財は、法務省に所属する
シンガポール知財庁（Intellectual Property Office 
of Singapore：IPOS）が所管している13。
　IPOSはASEANにおけるイノベーションのハブ
を目指しており、2021年にシンガポール法務省、
財務省、貿易産業省と知財庁により、「シンガポー
ル知財戦略（Singapore IP Strategy, SIPS）2030」
が策定され、公表されている14。SIPS2030 の基本
方 針 と し て は、A） シ ン ガ ポ ー ル を 知 財

（Intellectual Property, IP） 及 び 無 体 財 産
（Intangible Assets, IA）の関連活動及び取引のハブ
として成長させること、及び（B）投資家やイノ
ベーターの信頼を得るべく、シンガポールの誇る
IP・IA制度を維持すること、を目標としている。
　また、シンガポール国内における早期権利化制度
としては、全技術分野における特許に加えて、当該
特許に関連する意匠・商標をまとめて権利化できる

「SG IP Fast」という制度がある15。特許のみ月の
上限件数が10件と決まっているものの、特許で最
短6 ～ 9か月、商標で最短3 ～ 6か月、意匠で最短
1か月の登録が可能になっている。また、シンガ
ポール国外では、シンガポールで登録した特許をカ
ンボジアとラオスで再登録できる制度や、シンガ

ポールで登録した意匠をカンボジアで再登録できる
制度があり、さらにベトナムとは、特許に関する共
同サーチ・審査に関する協力プログラムがあり、両
者のサーチ・審査結果が早期に得られる、第１国に
出願した後の第2国において優先的に審査着手され
る等の制度が提供されている。さらに、ASEAN特
許 審 査 協 力（ASEAN Patent Examination Co-
operation, ASPEC） は、 ミ ャ ン マ ー を 除 く
ASEAN9カ国が参加する地域特許ワークシェアリ
ングプログラムであるが、シンガポールに第1庁と
して出願し、特許許可がなされた場合に、シンガ
ポール以外の第2庁にASPECを利用して権利化を
申請する件数が最も多く、最終処分における特許率
が98.32%と非常に高い16。
　その他、シンガポールでは2021年には著作権法
が改正され、平易な英語での完全なる書き直し、創
作者にとっては著作物の創作意欲を高めつつ、著作
物の利用者にとっては合理的な利用を認めようとす
る改正が行われており17、2022年には、出願システ
ムの刷新、料金改定等が実施され、IPOS Digital 
Hubという新しいサービスが開始された18。
　IPOSは他機関との連携も盛んである。イノベー
ションの促進に力を入れているシンガポール企業庁

（ESG）と連携して企業の能力等向上を含めた発展
をサポートしており、シンガポール一の公的R&Dセ
ク タ ー で あ る シ ン ガ ポ ー ル 科 学 技 術 研 究 庁

（A*STAR）とも連携している。IPOS自体は法務省
に属しているため、模倣品対策等エンフォースメン
トの活動は行っていないものの、シンガポール警察
犯罪捜査局知的財産権部と連携して、知財権の侵害
事件に対応したり、シンガポール税関と連携して、
知財権の水際取り締まりに対応したりしている。ま
た、裁判外紛争解決手続としての仲裁・調停につい
ても、2010年にシンガポールにもオフィスを構える
WIPO仲裁調停センター（WIPO Arbitration and 
Mediation Center, WIPO-AMC）、シンガポール国際
仲裁センター（Singapore International Arbitration 
Center, SIAC）、シンガポール国際調停センター

（Singapore International Mediation Center, SIMC）、
シンガポール調停センター（Singapore Mediation 
Center, SMC）と連携している。
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　インドネシアにおける知財は、法務人権省に所属
するインドネシア知財総局（Directorate General of 
Intellectual Property, DGIP）が所管している19。特
許・集積回路設計・営業秘密局、著作権・意匠局、
商標・地理的表示局、調査・紛争解決局を含む7つ
の局が存在し、調査・紛争解決局には、文民捜査官
がおり、行政摘発等の取り締まりも行っている。
　インドネシアでは、2016年改正特許法の20条に、
特許権者はインドネシアにおいて製品を製造／製造
方法を使用する義務を負うとして、国内での特許権
実施義務が規定されており、特許付与後不実施のま
ま36か月経過した場合に強制実施権の対象、また
特許取消しの対象になることが規定されている20。
その後、国内実施義務の猶予規定などが設けられ、
その後削除された等の経緯を経て、2020年11月2
日に施行された雇用創出オムニバス法において、実
施の態様として「輸入」および「ライセンス付与」
が追加された21ことにより、特許を実施した製品を
輸入したり、他者の製品・工程に特許を実施許諾し
たりすることで強制実施権を回避することが可能に
なっている。
　インドネシアは、2023年4月に公表された米国通
商代表部（USTR）によるスペシャル301条報告書
において、知的財産権保護状況に懸念がある優先監
視国（Priority Watch List）に指定されている22。
これに対して、インドネシア政府は優先監視国から
の脱却に向けた取組を本格化させており、2021年
にオペレーションタスクフォースを設立し、DGIP
の調査・紛争解決局長がこのタスクフォースのリー
ダーとなっている。タスクフォースのメンバーとし
て、DGIPの他、国家警察、税関総局、通信情報省、
医薬品食品監督庁、外務省、商業省、保健省、教育
文化省が加入している。
　インドネシアの知財保護で大きな問題となってお
り、日系企業からも良く相談を受けるのは、模倣品
の 蔓 延 で あ る。 イ ン ド ネ シ ア の 反 模 倣 協 会

（MIAP）が2017年に行った調査によると、模倣品
がインドネシア経済に及ぼす損失総額は291兆ルピ
ア（194億2千万米ドル）であるという。インドネ
シアの模倣品の多くは首都ジャカルタに集中してお

り、ジャカルタはインドネシアにおける模倣品の巨
大取引市場となっている。販売市場の主なホットス
ポットは北ジャカルタのMangga Dua地区であり、
製品は衣類、バッグ、装身具、化粧品、スペアパー
ツ、電子機器等であって、日本製品の模倣品も販売
されている。近年では、インターネットの普及によ
り、オンラインによる海賊版や模倣品の流通も盛ん
であり、コロナ禍で多くの店舗が閉店し、オンライ
ン店舗が増加している23。
　また、水際取り締まりでは、商標権と著作権につい
て税関登録制度が存在し、侵害疑義物品が輸入され
ると、税関は権利者に通報を行い、権利者は真偽を
確認の上、裁判所に一時差し止めを申立て、合同貨
物検査で侵害品を摘発するという制度が存在する24。
しかしながら、現地事業体の名での登録が必要であ
ること、一時差し止め手続きを進め、貨物検査で知
財権侵害が確認できても、税関には知財権侵害物品
を処分する権限がないこと、また、権利者は、捜査
や訴訟、交渉や調停などの法的手段をとることにな
るが、その第一歩である裁判所の仮処分手続きの
際、対象貨物の価額相当の担保を用意する必要があ
るなどの課題があり、2024年1月時点で、インドネ
シア国外企業の登録はわずか1社であり、日系企業
の登録は1件もない状況である。

（3）マレーシア
　マレーシアにおける知財は、国内取引・生活費省

（Ministry of Domestic Trade and cost of living, 
MDT）に所属するマレーシア知財公社（Intellectual 
Property Cooperation of Malaysia, MyIPO）が所管
している25。
　マレーシアの知財法については、2022年に発効
し た 地 域 的 包 括 的 経 済 連 携 協 定（Regional 
Comprehensive Economic Partnership, RCEP） へ
の批准に向けた法改正が、特許法、地理的表示法、
及び著作権法に関して実施された。特許法改正に
は、施行済の第三者情報提供制度、微生物の国際寄
託に関するブタペスト条約に加えて、特許付与後の
異議制度が盛り込まれている26。特許付与後の異議
制度については2024年1月の時点でまだ施行されて
いないものの、MyIPO職員へのヒアリングによる
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と、上位官庁であるMDTへの提案、説明を行って
おり、施行に向けて動き出している状況である。意
匠法は、2022年4月に草案作成のためのパブコメ募
集があった27ものの、2024年1月現在においても依
然として検討が続けられている段階である。
　2023年には、特許審査ガイドラインが公表され、
実体審査に係る部分について、詳細に記載が追加さ
れている。AI、コンピュータソフトウェア、ビジ
ネス方法に関連する発明について、いずれも特許の
対象になり得ることが規定されている28。
　マレーシアでのエンフォースメントは、親組織で
あるMDTのエンフォースメント局で取り扱ってい
る が、 商 標 権 や 著 作 権 の 侵 害 に 関 す る 法 令 は
MyIPOにて管理されている。また、商標権者 によ
りMDTに登録された商標権に関して、執行措置の
開始と商標権侵害事件の訴追において優先権を得る
ことができるバスケット・オブ・ブランズ制度や、
著作権侵害に対して省庁横断で対応する著作権特別
タスクフォースが存在する。

（4）フィリピン
　フィリピンにおける知財は、フィリピン知財庁

（Intellectual Property Office of Philippines, 
IPOPHL）が所管している29。
　フィリピンでは出願手続の電子化が進んでおり、
特許はeInventionFile、実用新案はeUMFIle、意匠
はeIDFile、商標はeTMFileというソフトウェアが提
供されており、手続をオンラインで行うことが可能
になっている。また、IPOPHLは特許に関する国際
出願（PCT出願）を受理することができる国際調査
機 関（International Searching Authority, ISA） 及
び 国 際 予 備 審 査 機 関（International Preliminary 
Examining Authority, IPEA）でもある。
　IPOPHLはエンフォースメント活動が非常に盛んで
ある。貿易産業省（議長）、知的財産庁（IPOPHL、
副議長）、司法省、関税局、食品医薬品局、国家捜査
局、フィリピン国家警察、光学メディア委員会、国家
書籍開発委員会、国境犯罪特命使節室、内務地方政
府省、国家通信委員会、情報通信技術省、内国歳入
庁、入国管理局の15機関で構成される国家知的財産
権 委 員 会（National Committee on Intellectual 

Property Rights, NCIPR）が設置されており、必要
に応じて複数の異なる機関が連携して捜査（Joint 
Operation）にあたっている30。NCIPRの年報による
と、実店舗とオンラインの模倣品の割合は11.1:88.9と
なっており、最近はオンライン取引での模倣品が増え
ていることが報告されている。
　2021年3月1日には、ECプラットフォームと商
標権者による模倣品対策に関するMOUの署名が行
われ、2023年11月時点で34者が署名しているとの
報告がある31。

（5）ブルネイ
　ブルネイにおける知財は、法務長官室に所属する
ブ ル ネ イ 知 財 庁（Brunei Intellectual Property 
Office, BruIPO）が所管している32。
　BruIPOでは、特許の実体審査は行っておらず、
業務をデンマーク知財庁に外注しているものの、人
材確保を含めてブルネイ国内で実体審査ができない
か現在検討を行っている。また、工業意匠の実体審
査は行っていない。ブルネイへの出願の96%は商
標であり33、商標の実体審査は知財庁内で行ってい
る。現在は品質向上に向けて取り組んでいる。
　日本との関係では、PPHプラスという制度があり、
日本で特許になった出願についてブルネイにPPH
プラスを申請すると、迅速に権利が付与される34。

3．ASEANにおける知財の活用についての考察

　この項では、企業の事業戦略の観点から、新しい
製品・サービスを生み出す際や投資・M＆A（合併
および買収）に際して、知財（特許、意匠、商標）を
どのように活用すべきかについて、考察してみたい。
　まず、知財を活用するといっても、それぞれの権
利自体について知っておく必要がある。知財権のう
ち、特許は、一般的には研究開発（R&D）で得ら
れる成果である発明の保護であって、成果を権利化
することによって、独占的に使用する他、権利の売
買、ライセンスすることで利用可能である。最近で
は、投資の目的で特許権の存在を投資家にアピール
することも増えてきており、当該ビジネスの価値評
価に使われることも増えてきている。あるいは、ス
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を模索するにあたり、マッチングのためのピッチイ
ベントも近年盛んに行われているが、その際に特許
の存在をアピールすることも行われている。グリー
ン投資や再生エネルギー等の環境技術、またシンガ
ポールでは培養肉や代替肉等のフードテック、アグ
リテックが注目を集めている。
　特許出願を通じた技術トレンドの把握は、知財の
活用する上で非常に重要である。イノベーションに
関連する特許については、出願から公開まで通常
18か月あり、公開されない時期が存在するため、
特許の出願動向は、公開情報よりも早くトレンドが
予測できるというメリットがある。ASEANにおい
て、今後、どのような技術分野の特許が、どこから
出願されてくるのかを分析してみるのも、とても有
益ではないかと考えられる。
　意匠については、その物品のデザインを保護する
もので、近年の日本では、画像、建築物、内装の意
匠権としての保護が可能になっている。日本の特許
庁は2019年に意匠法を改正し、保護対象の拡大を
行っており、その知見をASEAN各知財庁に研修を
実施することで情報提供を行っている。これらの意
匠や、いわゆる商品・サービスのブランド保護とも
いうべき商標については、主に模倣品対策の面で多
く活用されている。もちろん、商標については、権
利のライセンスを行うことで収入を得るといったビ
ジネスも存在する35。
　エンフォースメントの観点からいうと、まずはラ
ベルを真似る（商標）→外観を真似る（意匠）→中
身を真似る（特許）という方向で進化し、年々確実
に業者による模倣品の製造技術も洗練されてきてお
り、将来的には、一見してすぐ分かるような模倣品
はだんだん少なくなってくるのではないかと考えら
れる。また、近年ASEANでは、インターネットの
普及が著しく、Lazada、ShopeeといったECサイ
トを利用したオンラインによる物の取引が増加して
おり、製造元、販売元が異なる国境を越えた取引が
普通に行われている。一方で、知財権は各国独立で
機能する、すなわち知財権を行使するためにはその
国で権利化しておかなければならないことから、こ
のオンライン市場における模倣品対策は非常に重要

であるとともに、販売する場を提供しているECプ
ラットフォームの協力が不可欠である。また、取引
の現場も実際の店舗等ではなく、オンライン上で
あったりメタバース空間上であったりして、実態が
掴めないことも増えてきており、知財およびその周
辺の法体系の抜本的なルール化、体系化が待たれる
ところである。
　続いて、M＆Aに関して考察する。M＆Aの成功
に寄与するASEAN地域での知財の活用については、
戦略的に考えることが重要である。例えば、デュー
ディリジェンスを通じて買収対象企業の知財ポート
フォリオを詳細に調査し、その有効性、法的な問
題、および潜在的なリスクを評価すること、ASEAN
での買収先企業が持つ知財と、買収企業の技術とを
統合することで、新たな価値を生み出す可能性を追
求すること、買収先企業の知財が地域の法的要件に
適合していることを確認すること、現地企業とのラ
イセンシング契約や提携を通じて、地域のネット
ワークや市場シェアを活用すること、ASEAN地域
での買収により得た知財を活かしてブランド価値を
最大化すること等が挙げられる。これらのアプロー
チでは、特にASEAN地域特有の要素である、文化
的に多様であり、各国ごとに異なる慣習が存在する
こと、また、知財制度を含めて、各国ごとに異なる
法的なフレームワークが存在することを考慮して、
これらに適応した知財活用戦略を展開することが
ASEANにおけるM&Aの成功に資するものといえ
るだろう。
　最後に、移転価格税制について触れておきたい。
近年、多くの日本企業がASEAN各国に研究所や工
場を設け、現地独自の技術・ブランドなどの研究開
発を進めている。新しい製品・サービスを生み出す
際や投資・M&Aに際しては、これらの現地独自の
知財の価値を適切に評価し、利益をASEAN各国に
適切に配分することが非常に重要となっている。
　こうした状況の中、M&A戦略の一環として、
ASEAN各国における移転価格税制のルールの下で
ASEAN知財を活用することで、税引き後の利益の
向上を目指す税務戦略が注目されている。具体的に
は、ASEAN各国で実効税率が変わる状況下におい
て、取得した知財権の国際的な配置等に気を配り、
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移転価格税制と整合する形で利益を低税率国に振り
向け、グローバル全体で大きな税引き後利益の向上
を実現するというものである。事業規模にもよる
が、これらの方法による節税効果は、特許等のロイ
ヤリティー収入に比べても桁の違う利益向上を目指
すことが可能となるため、このように税務戦略に対
する意識を高く持つことは、今後の日系企業の
ASEANにおける事業活動において非常に重要な視
点であると考えられる。

4．おわりに

　これまでASEAN知財の全体像、海側ASEAN地
域の各論、そしてASEAN知財の活用に関する考察
を述べてきたが、執筆をしているこの時点において
も、知財面での政策にせよ、運用にせよ、日々動き
続けているのが現状である。また、ASEAN市場に
ついては、米国、欧州、中国、韓国を含む様々な国
の政府、企業が注目していることは疑いがない。
　冒頭でも書いた通り、人口、民族構成、言語、宗
教、文化、法律が大きく異なっているASEAN各国
の情報を、日本から遠隔で取得することは非常に困
難である。そのため常にASEAN知財庁へのアンテ
ナを高く張って、日本企業に有用な情報をキャッチ
したら、漏れなくお伝えできるように、今後も努力
していきたい。ASEAN知財に関してお困りごとが
ありましたら、是非弊所までご相談いただければ幸
いである。
　なお、本稿は、あくまで筆者個人の見解であっ
て、筆者の属するいかなる団体等の見解でもないこ
とを申し述べておく。また、本稿の執筆にあたり、
M＆A（合併および買収）に際してのASEAN知財
の活用に関して、Baker & McKenzieの富本聖仁氏、
竹中陽輔氏より多大なご助言・ご支援をいただい
た。ここに感謝の意を表したい。また、このような
執筆の場を提供してくださった、シンガポール日本
商工会議所にも感謝する次第である。
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